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業
況
ア
ン
ケ
ー
ト

　
今
期
の
業
況
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
12
で
、
前

期
（
マ
イ
ナ
ス
15
）
か
ら
3
㌽
増
と
な
っ
た

（
図
表
1
）。
物
価
高
や
人
手
不
足
の
影
響
は

依
然
と
し
て
根
強
い
も
の
の
、
ト
ラ
ン
プ
関

税
を
巡
り
日
米
合
意
が
実
現
し
た
こ
と
や

一
部
業
種
で
価
格
転
嫁
が
進
ん
だ
こ
と
な
ど

が
背
景
に
あ
る
と
み
ら
れ
る
。
　
　
　
　
　

　
業
況
D
I
を
業
種
別（
大
分
類
）で
み
る

と
、
建
設
業
（
前
期
マ
イ
ナ
ス
11
↓
今
期

0
）
が
11
㌽
増
と
大
幅
に
改
善
、
そ
の
他
産

業
（
同
マ
イ
ナ
ス
18
↓
マ
イ
ナ
ス
9
）
が
9

㌽
増
、
製
造
業
（
同
マ
イ
ナ
ス
24
↓
マ
イ
ナ

ス
19
）
が
5
㌽
増
と
改
善
し
た
。
一
方
、
卸

売
業
（
同
マ
イ
ナ
ス
17
↓
マ
イ
ナ
ス
22
）
は

悪
化
、
小
売
業
（
同
2
↓
マ
イ
ナ
ス
11
）
は

大
幅
に
悪
化
し
た
。
業
種
間
で
は
、
改
善
の

動
き
に
ば
ら
つ
き
が
あ
る
。
　
　
　
　
　
　

　業
種
別（
中
分
類
）
で
み
る
と
、
製
造
業

の
電
機
・
電
子
（
同
0
↓
13
）
や
そ
の
他
産

業
の
運
輸
・
通
信
（
同
マ
イ
ナ
ス
10
↓
5
）

は
プ
ラ
ス
圏
に
転
じ
、
製
造
業
の
機
械
・
金

属
（
同
マ
イ
ナ
ス
33
↓
マ
イ
ナ
ス
22
）
や
建

設
業
の
総
合
建
設
（
同
マ
イ
ナ
ス
24
↓
マ
イ

ナ
ス
11
）、
外
食
（
同
マ
イ
ナ
ス
33
↓
マ
イ

ナ
ス
14
）
な
ど
は
マ
イ
ナ
ス
圏
な
が
ら
大
幅

～先行き不透明感和らぐ～

今　　期＝2025年7～9月期
前　　期＝2025年4～6月期

来　　期＝2025年10～12月期
前年同期＝2024年7～9月期

DI  ＝「良い」－「悪い」、「増加」－「減少」、
　　　いずれも回答企業割合

用
　語

業況DI、やや改善

業
況
は
や
や
改
善

業況DIの推移（大分類）図表１

県内企業・
業況調査
結果

第181回

●調 査 方 法　インターネット及び郵送　　●対 象 企 業　県内主要企業　496社　●回答企業数　317社（回答率 63.9％）

●対 象 期 間　2025年7～9月期実績見込み　2025年10～12月期見通し ●調 査 時 期　2025年9月下旬

調査要領

調査の概要

●今期の業況DIはマイナス12。前期のマイナス15から3㌽増とやや改善。来期はマイナス12。今期から横ばいの見込み。

●今期の販売価格DIは45。前期の47から2㌽減とやや下落。来期は39。今期から6㌽減と下落の見込み。

●今期の仕入価格DIは72。前期の71から1㌽増とほぼ横ばい。来期は63。今期から9㌽減と下落の見込み。

●今期の雇用人員DIはマイナス49。前期のマイナス45から4㌽減とやや悪化。来期はマイナス50。今期から1㌽減とほぼ横
ばいの見込み。

●今期、設備投資を実施した企業割合は38％と、前期（34％）からやや上昇。来期実施予定の企業割合は34％。今期から
4㌽減とやや下落の見込み。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●経営上の問題点（内部環境・外部環境）は、「人手不足・求人難」（56％）が最多となった。
価
格
転
嫁
の
進
む
業
種
が
改
善
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に
改
善
し
た
（
図
表
２
）。
一
方
、
原
材
料・

仕
入
価
格
高
が
続
く
卸
売
業
の
食
料
品
（
同

8
↓
マ
イ
ナ
ス
8
）
や
建
設
資
材
（
同
マ
イ

ナ
ス
17
↓
マ
イ
ナ
ス
50
）、
小
売
業
の
百
貨

店
・
ス
ー
パ
ー
（
同
18
↓
マ
イ
ナ
ス
18
）、

自
動
車
（
同
マ
イ
ナ
ス
11
↓
マ
イ
ナ
ス
38
）、

家
電
製
品（
同
50
↓
マ
イ
ナ
ス
33
）に
加
え
、

客
数
減
や
原
材
料
・
人
件
費
上
昇
に
悩
ま
さ

れ
る
そ
の
他
産
業
の
旅
館
・
ホ
テ
ル
（
同
マ

イ
ナ
ス
47
↓
マ
イ
ナ
ス
61
）
な
ど
で
大
幅
に

悪
化
し
た
。

　来
期
の
業
況
見
通
し
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
12

で
今
期
（
マ
イ
ナ
ス
12
）
か
ら
横
ば
い
の
見

込
み
（
前
頁
図
表
1
）。
業
況
見
通
し
D
I

を
業
種
別（
大
分
類
）に
み
る
と
、卸
売
業（
今

期
マ
イ
ナ
ス
22
↓
来
期
マ
イ
ナ
ス
10
）
は
大

幅
に
上
昇
、
そ
の
他
産
業
（
同
マ
イ
ナ
ス
9

↓
マ
イ
ナ
ス
5
）、
製
造
業
（
マ
イ
ナ
ス
19

↓
マ
イ
ナ
ス
17
）は
や
や
上
昇
、小
売
業（
同

マ
イ
ナ
ス
11
↓
マ
イ
ナ
ス
18
）、建
設
業
（
同

0
↓
マ
イ
ナ
ス
8
）
は
悪
化
の
見
込
み
。

　今
期
の
売
上
・
完
工
高
D
I
は
マ
イ
ナ
ス

7
で
前
期
（
マ
イ
ナ
ス
3
）
か
ら
4
㌽
減
と

や
や
悪
化
（
図
表
3
）。

　来
期
の
売
上
・
完
工
高
D
I
は
マ
イ
ナ
ス

5
で
今
期
（
マ
イ
ナ
ス
7
）
か
ら
2
㌽
増
と

や
や
改
善
の
見
込
み
。

　今
期
の
損
益
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
12
で
前
期

（
マ
イ
ナ
ス
14
）
か
ら
2
㌽
増
と
や
や
改
善

（
図
表
3
）。

　来
期
の
損
益
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
11
で
今
期

（
マ
イ
ナ
ス
12
）
か
ら
1
㌽
増
と
ほ
ぼ
横
ば

い
。　今

期
の
資
金
繰
り
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
12
で

前
期
（
マ
イ
ナ
ス
9
）
か
ら
3
㌽
減
と
や
や

悪
化
（
図
表
3
）。

　来
期
の
資
金
繰
り
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
14
で

今
期
（
マ
イ
ナ
ス
12
）
か
ら
2
㌽
減
と
や
や

悪
化
の
見
込
み
。

　今
期
の
雇
用
人
員
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
49
で

前
期
（
マ
イ
ナ
ス
45
）
か
ら
4
㌽
減
と
や
や

悪
化
（
図
表
３
）。

　来
期
の
雇
用
人
員
D
I
は
マ
イ
ナ
ス
50
で

今
期
（
マ
イ
ナ
ス
49
）
か
ら
1
㌽
減
と
ほ
ぼ

横
ば
い
。

　
今
期
、設
備
投
資
を
実
施
し
た
企
業
割
合

は
38
％
と
、
前
期
（
34
％
）
か
ら
や
や
上
昇

し
た
（
図
表
4
）。
来
期
に
設
備
投
資
を
予

定
す
る
企
業
割
合
は
34
％
と
、今
期
（
38
％
）

か
ら
や
や
下
落
の
見
込
み
。

　
経
営
上
の
問
題
点
（
内
部
環
境
・
外
部
環

境
）は
、「
人
手
不
足・求
人
難
」
の
56
％
（
前

期
52
％
）が
最
も
多
く
、こ
れ
に「
原
材
料(

仕

来
期
は
横
ば
い
の
見
込
み

「
人
手
不
足・求
人
難
」が
最
多

設
備
投
資
は
や
や
上
昇

売
上
は
や
や
悪
化
、

損
益
は
や
や
改
善

資
金
繰
り
、雇
用
人
員
と
も
に

や
や
悪
化

業況DIの推移（中分類）図表2項目別DIの推移（全産業）図表3
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入
品)

価
格
高
」
が
52
％
（
同
56
％
）、「
人

件
費
等
各
種
経
費
高
」
の
43
％
（
同
40
％
）

が
続
い
た
（
図
表
5
）。

　
業
況
D
I
は
ト
ラ
ン
プ
関
税
の
日
米
合
意

な
ど
に
よ
っ
て
、
先
行
き
不
透
明
感
が
和
ら

ぎ
、
3
期
ぶ
り
に
や
や
改
善
し
た
。
　
　
　

　
一
方
、最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
に
つ
い
て
、

現
行
で
改
定
後
の
最
低
賃
金（
1
0
2
6
円
）

を
下
回
る
企
業
が
半
数
近
く
に
な
っ
て

お
り
、
今
後
は
人
件
費
の
増
加
な
ど
企
業

負
担
の
増
加
が
懸
念
さ
れ
る（
P
15
参
照
）。

D
X
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
前
回
調

査
時
と
比
較
し
て
前
向
き
な
企
業
が
増
加
し

て
い
る
。
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
で
人
手
不

足
や
物
価
高
、労
務
費
等
の
削
減
等
を
行
い
、

業
務
の
効
率
化
や
生
産
性
向
上
を
図
ろ
う
と

す
る
姿
が
う
か
が
え
る（
P
18
参
照
）。
　

　
今
般
、
高
市
政
権
が
発
足
し
、
停
滞
し
て

い
た
物
価
高
対
策
等
の
政
策
協
議
が
本
格
化

し
て
い
く
と
み
ら
れ
、
景
気
の
押
し
上
げ
が

期
待
さ
れ
る
。
一
方
で
、
ト
ラ
ン
プ
関
税
の

影
響
再
燃
や
米
国
経
済
の
下
振
れ
リ
ス
ク
な

ど
、
依
然
先
行
き
不
透
明
感
は
残
る
。
県
内

企
業
の
業
況
マ
イ
ン
ド
が
今
後
も
改
善
を
続

け
ら
れ
る
か
、
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
早
渕
　光
孝
）

ア
ベノ
ミ
ク
ス

消
費
税
増
税
5
%
　8
%

↓

消
費
税
増
税
8
%
　10
%

↓

熊
本
地
震

N
H
K
大
河
ド
ラ
マ「
西
郷
ど
ん
」放
映

コ
ロ
ナ
ショッ
ク

ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻

日
銀
マ
イ
ナ
ス
金
利
解
除

鹿
児
島
国
体

お
わ
り
に

業況DIの長期推移
人件費等各種経費高

採算・収益の悪化

販売価格転嫁難
（仕入価格上昇分）

売上（受注）不振

原材料（仕入品）価格高

人手不足・求人難

経営上の問題点（内部環境・外部環境）図表5

（期）

予想

2013年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年
Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

24年 25年
Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

消費税増税
8% → 10%

コロナショックの影響
2020年1～3月期　DI ▲42
同 　年4～6月期　DI ▲52

消費税増税
5% → 8%

来期 横ばい
同年10～12月期
DI ▲12

今期 やや改善
2025年7～9月期
DI ▲12

▲70

▲50

▲30

▲10

10

0

30

（期）
1～3

2019年
4～6 7～9 10～12

0

15

30

45

60

（%）

35 31 32 32
3434

30
27 28 30

29
30

57 57

57 58
56

52

22 22
20 24

21 22

51

57

58
60

52

56

15 16 16 16 15 14

36

41 39

45
40

43

1～3

20年
4～6 7～9 10～12 1～3

21年
4～6 7～9 10～12 1～3

22年
4～6 7～9 10～12 1～3

23年
4～6 7～9 10～12 1～3

24年
4～6 7～9 10～12 1～3

25年
4～6 7～9
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業
況
ア
ン
ケ
ー
ト

業況DI（中分類）
2025年4～6月期 2025年7～9月期 2025年10～12月期
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種 -11 -2
製　　造　　業

食　料　品
繊　　　維
木　　　材
紙・パルプ  
窯業・土石
機械・金属
電機・電子
そ　の　他

-30

建　　設　　業  
土　　　木  
建　　　築  
総 合 建 設  
そ　の　他  

卸　　売　　業
食　料　品  
建 設 資 材
家 電 卸 売
そ　の　他

小　　売　　業  
百貨店・スーパー  
衣　料　品
自　動　車
家 電 製 品
石油・ガス
そ　の　他  

そ の 他 産 業  
旅館・ホテル
運輸・通信
外　　　食
その他サービス

売上・完工高DI（中分類）
2025年4～6月期 2025年7～9月期 2025年10～12月期
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種
製　　造　　業

食　料　品
繊　　　維
木　　　材
紙・パルプ
窯業・土石
機械・金属
電機・電子
そ　の　他

建　　設　　業
土　　　木
建　　　築
総 合 建 設
そ　の　他

卸　　売　　業
食　料　品
建 設 資 材
家 電 卸 売
そ　の　他

小　　売　　業
百貨店・スーパー
衣　料　品
自　動　車
家 電 製 品
石油・ガス
そ　の　他

そ の 他 産 業
旅館・ホテル
運輸・通信
外　　　食
その他サービス

各項目DI
2025年4～6月期  2025年7～9月期 2025年10～12月期
前期 実績 今期 実績 来期 見通し

   状   況 良い 普通 悪い ＤＩ 良い 普通 悪い ＤＩ 良い 普通 悪い ＤＩ
差 

（今期－前期）
差 

（来期－今期）増加 同程度 減少 増加 同程度 減少 増加 同程度 減少
  項　目 （Ａ）（Ｂ）（Ｃ）（Ａ）－（Ｃ）（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）（Ａ）－（Ｃ） （Ａ）（Ｂ）（Ｃ）（Ａ）－（Ｃ）
自 社 の 業 況 ( ) ( )
 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

生 産 高（製造業） ( ) ( )
売 上・完 工 高 ( ) ( )
 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

製品・商品在庫
（適正水準比） ( )
 製  造  業 ( )
 建  設  業 ( )
 卸  売  業 ( )
 小  売  業 ( )
 その他産業 ( )

損　　　　　益
( ) ( )

 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

販　売　価　格 上昇 横ばい 低下
( ) ( )

 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

仕　入　価　格 横ばい 低下
( ) ( )

 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

資　金　繰　り 窮屈 窮屈
( ) ( )

 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

雇　用　人　員 不足

過剰 適正適正 不足過剰 不足

好転好転 横ばい横ばい 悪化悪化

上昇 横ばい 低下

上昇上昇 横ばい 低下

楽楽 普通

過剰 適正

普通

過剰 適正 不足

好転 横ばい 悪化

上昇 横ばい 低下

上昇 横ばい 低下

楽 普通 窮屈

過剰 適正 不足
( ) ( )

 製  造  業 ( ) ( )
 建  設  業 ( ) ( )
 卸  売  業 ( ) ( )
 小  売  業 ( ) ( )
 その他産業 ( ) ( )

単位：％

第181回県内企業・業況調査結果集計表《資料編》
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業
況
ア
ン
ケ
ー
ト食 料 品

“静かなる退職”が増え続けていることが大きな問題。特に若年層における精神的向上心の欠如は3～5年後の会
社の未来が不安。この背景には現状の管理職の魅力がない部分にもあり、大きな課題だ。まずは経営状態をクリ
ーンにし、教育に力を入れられる現場・環境作りに取り組みたい。今後の経済・社会情勢を貪欲に情報収集し、一
歩ずつ変化に立ち向かいたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

損益DI（中分類）
2025年10～12月期

前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）
全    業    種 8  

製　　造　　業  
食　料　品 3  
繊　　　維
木　　　材
紙・パルプ
窯業・土石
機械・金属
電機・電子
そ　の　他

建　　設　　業  
土　　　木
建　　　築
総 合 建 設
そ　の　他

卸　　売　　業  
食　料　品
建 設 資 材
家 電 卸 売
そ　の　他

小　　売　　業  
百貨店・スーパー
衣　料　品
自　動　車
家 電 製 品
石油・ガス
そ　の　他

そ の 他 産 業
旅館・ホテル
運輸・通信
外　　　食
その他サービス

資金繰りDI（中分類）
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種  
製　　造　　業

食　料　品
繊　　　維
木　　　材
紙・パルプ
窯業・土石
機械・金属
電機・電子
そ　の　他

建　　設　　業
土　　　木
建　　　築
総 合 建 設
そ　の　他

卸　　売　　業
食　料　品
建 設 資 材
家 電 卸 売
そ　の　他

小　　売　　業
百貨店・スーパー
衣　料　品
自　動　車
家 電 製 品
石油・ガス
そ　の　他

そ の 他 産 業
旅館・ホテル
運輸・通信
外　　　食
その他サービス

2025年4～6月期 2025年7～9月期

2025年4～6月期 2025年7～9月期 2025年10～12月期

最近の業況、最低賃金、ＤＸへの取り組みに関する主な意見

最低賃金引き上げで人件費が増加するので、設備投資と生産性の向上により、現状の人員で業務を回せるように
する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

最低賃金引き上げについては、物価上昇もあるためやむを得ないと思う。今後一層の合理化を進めなければなら
ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
最低賃金の急激な上昇で、人件費の負担はもちろんだが、さらなる物価上昇による原材料費や光熱費等の経費
の上昇が大変不安。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

最低賃金上昇と年収の壁の関係で、パートの働ける時間数が減少している。雇用人数を増やすことも困難であり、
早急に年収の壁を見直してほしい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

売り上げの低下も問題だが、価格転嫁が難しいため利益率、人件費への影響が大きい。　　　　　　　　　　

最低賃金の引き上げは、企業としては負担増ではあるが、物価高騰の中で全てにおいて生活面での個人負担は
上がるばかりなので、やむをえないと考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

賃金向上は物価上昇に伴い自然なことだが、社会保険料・所得税などの改革を進めていかないと労働力不足が
より一層深刻になるばかり。経済の好循環に対して全体的に俯瞰して考えていくべき。　　　　　　　　　　
物価上昇に賃金上昇が追い付いていない為、最低賃金の上昇は、その上昇コスト分を商品・サービスに転嫁する
ことでさらなる物価上昇につながり、物価高に賃金は追い付くことはない。　　　　　　　　　　　　　　　

最低賃金については、早い段階で格差をつけて1,300円台に持って行きたい。　　　　　　　　　　　　　　

中小企業は大幅改善は難しい。残業規制、有休取得の奨励など対応に苦慮している。　　　　　　　　　　　

意　見

農 林 水 産

運輸・通信

木 　 材

賃金上昇率を少しでも増やしていきたいと思っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

海外が先に復調してきている気配。国内はまだ微妙なところ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

業況としては大きな変化はないが、原材料他経費が上がっており、今後の経費の見直しの機会としてとらえたい。

業績拡大により収益増加を図り賃金改定に繋げる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

機械・金属

その他の製造業

農業関連では異常気象による影響、価格転嫁が厳しく業績低迷、資材等高騰高止まりと今般の最低賃金改定は
零細企業にとってかなり厳しい状況となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

物価高なので賃金上昇という考えや人口減少なので中小企業の人材を大企業へという考えは安易であり日本経
済の衰退を招くのではないか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
最低賃金の引き上げが極めて大きな負担。加えて原料費、光熱費、金利の引き上げがあるので、年収の壁を撤廃
し、減税、社会保険料の減額など手取りを増やす政策をとってほしい。　　　　　　　　　　　　　　　　　
需要は堅調だが、サービス提供に資する人員不足が課題。最低賃金引き上げは生活安定およびマクロ経済好循
環の為、適切だと考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建設資材卸売

建 　 築

その他建設

人材の維持（離職防止）で賃金上昇は必要である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

価格転嫁は難しいミッションである。それが容易にできれば賃金上昇がスムーズに行える可能性も高いと思われる。

最低賃金については非正規を除いては問題なく対応していたが、非正規の引き上げが必要となり業務の見直し
が必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自然災害だけでなく、火災など事故発生時の対策の必要性を感じ、BCPを充実させたいと考えている。　　　　

特に外食産業の物価上昇が顕著。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

DX化を進めるにも、BCPを作成するにも、資金と人材の不足があり、手をつけたくてもつけられない状況にある。

物価高騰と賃金上昇に対し、売り上げが追いつかない。売り上げが上昇しても利益が残らない。　　　　　　　

最低賃金を上げる必要性は理解できるが、上げ幅が大きすぎる。企業経営に対する影響が大きすぎる。　　　　

外 　 食

サ ー ビ ス

窯業・土石

食料品卸売

自 動 車

製
造
業

建
設
業

小
売
業

そ
の
他
産
業

その他小売
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本
県
最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
影
響
に
つ

い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
大
い
に
影
響
が
あ

る
」、「
影
響
が
あ
る
」
と
回
答
し
た
企
業

の
割
合
の
合
計
は
74
％
と
な
り
、
前
年
調

査
（
第
1
7
7
回
）
時
の
65
％
か
ら
9
㌽

増
加
し
た
（
図
表
2
）。
中
で
も
「
大
い
に

影
響
が
あ
る
」
と
回
答
し
た
割
合
は
30
％

と
前
年（
19
％
）か
ら
11
㌽
上
昇
し
、
企
業

に
与
え
る
影
響
が
大
き
く
な
って
い
る
こ
と

　
本
県
最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
影
響
に
つ

い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
大
い
に
影
響
が
あ

る
」、「
影
響
が
あ
る
」
と
回
答
し
た
企
業

の
割
合
の
合
計
は
74
％
と
な
り
、
前
年
調

査
（
第
1
7
7
回
）
時
の
65
％
か
ら
9
㌽

増
加
し
た
（
図
表
2
）。
中
で
も
「
大
い
に

影
響
が
あ
る
」
と
回
答
し
た
割
合
は
30
％

と
前
年（
19
％
）か
ら
11
㌽
上
昇
し
、
企
業

に
与
え
る
影
響
が
大
き
く
な
って
い
る
こ
と

が
う
か
が
え
る
。
業
種
別
に
み
る
と
卸
売

業
が
84
％
で
最
も
高
く
、製
造
業
（
76
％
）、

小
売
業
（
75
％
）、
そ
の
他
産
業
（
74
％
）、

建
設
業（
65
％
）が
続
い
た
。
中
分
類
別（
回

答
企
業
5
社
以
上
）
に
み
る
と
食
料
品
製

造
業
が
95
％
、
次
い
で
食
料
品
卸
売
業

（
92
％
）、
建
設
資
材
卸
売
業
（
88
％
）、

電
機
・
電
子
製
造
業
（
86
％
）
が
続
い
た
。

　
改
定
後
の
最
低
賃
金
設
定
に
つい
て
尋
ね

た
と
こ
ろ
、「
現
行
は
改
定
後
の
最
低
賃
金

を
下
回
って
い
る
た
め
、
最
低
賃
金
ま
で
引

が
う
か
が
え
る
。
業
種
別
に
み
る
と
卸
売

業
が
84
％
で
最
も
高
く
、製
造
業
（
76
％
）、

小
売
業
（
75
％
）、
そ
の
他
産
業
（
74
％
）、

建
設
業（
65
％
）が
続
い
た
。
中
分
類
別（
回

答
企
業
5
社
以
上
）
に
み
る
と
食
料
品
製

造
業
が
95
％
、
次
い
で
食
料
品
卸
売
業

（
92
％
）、
建
設
資
材
卸
売
業
（
88
％
）、

電
機
・
電
子
製
造
業
（
86
％
）
が
続
い
た
。

　
改
定
後
の
最
低
賃
金
設
定
に
つい
て
尋
ね

た
と
こ
ろ
、「
現
行
は
改
定
後
の
最
低
賃
金

を
下
回
って
い
る
た
め
、
最
低
賃
金
ま
で
引

き
上
げ
る
」
と
回
答
し
た
企
業
が
26
％
と

最
も
多
く
、
次
い
で
「
現
行
は
改
定
後
の

最
低
賃
金
を
下
回
って
い
る
た
め
、
最
低
賃

金
を
超
え
て
引
き
上
げ
る
」「
変
更
し
な

い
（
現
行
で
も
改
定
後
の
最
低
賃
金
を
上

回
る
た
め
、
賃
金
引
き
上
げ
を
行
わ
な

い
）」（
と
も
に
22
％
）
と
な
っ
た
（
図
表

3-

1
）。
業
種
別
に
み
る
と
、
製
造
業

（
30
％
）、
小
売
業
（
32
％
）
で
「
現
行
は

改
定
後
の
最
低
賃
金
を
下
回
っ
て
い
る
た

め
、
最
低
賃
金
ま
で
引
き
上
げ
る
」
が
最

も
多
い
一
方
、建
設
業
（
33
％
）
で
は
「
変

更
し
な
い
（
現
行
で
も
改
定
後
の
最
低
賃

金
を
上
回
る
た
め
、
賃
金
引
き
上
げ
を
行

わ
な
い
）」、
卸
売
業
（
34
％
）
で
は
「
現

行
で
も
改
定
後
の
最
低
賃
金
を
上
回
って
い

る
が
、
さ
ら
に
引
き
上
げ
る
」、
そ
の
他
産

業
（
24
％
）
で
は
「
現
行
は
改
定
後
の
最

低
賃
金
を
下
回
って
い
る
た
め
、
最
低
賃
金

を
超
え
て
引
き
上
げ
る
」
が
最
も
多
か
っ

た
（
図
表
3-

2
）。
一
方
で
、
最
低
賃
金

を
上
回
る
水
準
で
賃
金
を
設
定
す
る
企
業

は
63
％
と
前
年
（
67
％
）
か
ら
4
㌽
減
少

し
て
お
り
、
企
業
の
賃
上
げ
余
力
が
弱
ま

り
つ
つ
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
に
つ
い
て
「
大

い
に
影
響
が
あ
る
」、「
影
響
が
あ
る
」
と

回
答
し
た
企
業
に
最
低
賃
金
引
き
上
げ
に

伴
う
対
応
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
従
業
員

の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
に
よ
る
生
産
性
向
上
」
が

39
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
人
件
費
以

外
の
コス
ト
カッ
ト
」（
36
％
）、「
商
品
・サ
ー

ビ
ス
価
格
への
転
嫁
」（
35
％
）
の
順
と
なっ

た
（
図
表
4
）。
取
り
急
ぎ
自
社
で
対
応

で
き
る
取
り
組
み
を
行
お
う
と
す
る
姿
勢

が
う
か
が
え
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
同
様
に
最
低
賃
金
引
き
上
げ
に
対
応

す
る
た
め
に
必
要
な
支
援
策
を
尋
ね
る

と
、「
税
金
・
社
会
保
険
料
な
ど
の
負
担

軽
減
」（
57
％
）
を
挙
げ
る
企
業
が
最
も

多
く
、「
設
備
投
資
へ
の
補
助
金
・
助
成

金
の
拡
充
」（
42
％
）、「
人
材
育
成
・
教

育
への
支
援
」（
37
％
）
が
続
い
た
（
図
表

5
）。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
ま
た
、
来
年
度
（
2
0
2
6
年
度
）
の

最
低
賃
金
に
つ
い
て
許
容
で
き
る
引
き
上

げ
幅
に
つい
て
は
、「
73
円
未
満
」
が
35
％

と
最
も
多
く
、「
73
円
（
今
年
度
と
同
じ
）」

が
22
％
で
続
い
た
（
図
表
6
）。「
0
円
（
こ

れ
以
上
の
引
き
上
げ
は
で
き
な
い
）」
は

15
％
だ
っ
た
。一方
で
、
今
年
度
を
上
回
る

引
き
上
げ
幅
（
74
円
以
上
）
を
許
容
で

き
る
企
業
は
28
％
と
な
り
、「
1
5
0
円

以
上
」
許
容
で
き
る
と
す
る
割
合
も
5
％

あ
っ
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
最
低
賃
金
引
き
上
げ
後
の
賃
金
設
定

や
、
来
年
度
以
降
の
引
き
上
げ
許
容
幅
を

み
る
と
、
県
内
企
業
で
二
極
化
の
傾
向
が

強
ま
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
政
府
は
2
0
2
0
年
代
に
最
低
賃
金
の

全
国
加
重
平
均
を
1
5
0
0
円
に
引
き

上
げ
る
目
標
を
掲
げ
て
お
り
、
今
後
も
最

低
賃
金
は
上
昇
傾
向
と
な
る
可
能
性
が

高
い
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
最
低
賃
金
引
き
上
げ
は
、
物
価
上
昇

に
苦
し
む
労
働
者
に
と
っ
て
は
処
遇
改
善

に
つ
な
が
る
が
、
人
件
費
だ
け
で
は
な
く

高
止
ま
り
す
る
原
材
料
高
に
直
面
す
る
企

業
に
と
っ
て
は
厳
し
い
状
況
が
続
く
。
企

業
側
か
ら
は
「
最
低
賃
金
で
は
求
人
を
出

し
て
も
応
募
が
な
い
」
と
の
声
が
あ
る
も

の
の
、一
方
で
、
時
給
を
上
げ
れ
ば
、
所

得
税
や
社
会
保
険
料
が
か
か
り
始
め
る

「
年
収
の
壁
」
を
意
識
し
た
就
業
調
整
が

広
が
り
か
ね
な
い
ジ
レ
ンマ
も
抱
え
る
。
　

　
当
研
究
所
が
実
施
し
て
い
る
賃
金
改
定

計
画
調
査
で
も
県
内
企
業
の
賃
上
げ
の
動

き
に
は
頭
打
ち
の
兆
し
が
み
ら
れ
て
お
り
、

企
業
の
賃
上
げ
余
力
も
限
界
に
近
付
い
て

い
る
。
中
小
企
業
の
賃
上
げ
原
資
を
確
保

す
る
た
め
の
価
格
転
嫁
対
策
、
人
件
費
上

昇
に
対
す
る
補
助
金
、
生
産
性
向
上
の

た
め
の
設
備
投
資
へ
の
支
援
が
引
き
続
き

求
め
ら
れ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　 （
新
川
　
真
吾
）

最低賃金の引き上げについて

プラスワン 1

●調査時期　2025年9月下旬（第181回県内企業・業況調査時）
●調査方法　インターネット及び郵送

本県の2025年度の最低賃金は1,026円（前年比73円増）となり、11月1日から適用されている（図表1）。
引き上げ額は前年度（56円）や国が示した目安（63円）を大幅に上回り、最低賃金が初めて1,000円を超
えた。また、全国加重平均は1,121円となり、25年度の本県の最低賃金と全国加重平均との差は95円と
前年から7円縮小した。本県の全国加重平均に対する比率は91.5％となり、比較可能な02年度以降で
は最も高くなった。

最低賃金引き上げの影響があるとした企業の割合は74%と前年（65%）から増加した。

最低賃金引き上げ後の賃金設定や、来年度以降の引き上げ許容幅をみると、県内企業で二極化の傾向
が強まっている。

●対象企業　県内主要企業496社
●回答状況　回答企業317社（回答率 63.9％）

調査の
概要

［調査結果のポイント］

74
％
が
「
影
響
あ
り
」

製造業

建設業

卸売業

小売業

その他産業

全業種

製造業

建設業

卸売業

小売業

その他産業
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図表1　 最低賃金の推移
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産
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大いに影響がある 影響がある 影響はない図表2　最低賃金引き上げの影響について

図表3-1　改定後の賃金設定について

図表3-2　改定後の賃金設定について（業種別）
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変更しない（現行でも改定後の最低賃金を上回るため、賃金引き上げを行わない）
現行は改定後の最低賃金を上回っているが、最低賃金まで引き下げる
現行でも改定後の最低賃金を上回っているが、さらに引き上げる
どのように対応するか未定

0 20 40 60 80 100

26 22 19122 10

30 26 1317 13

22 16 18233 8

31 22 349 3

32 16 2125 7

20 24 20122 12

91.5

1,026

注）四捨五入の関係で合計が100%にならない場合がある、以下同じ

改定後の
最低賃金を
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D
X
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
）
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、「
既
に

取
り
組
ん
で
い
る
」
と
回
答
し
た
企
業
の
割

合
は
42
％
、「
取
り
組
む
こ
と
を
検
討
中
」

は
35
％
と
な
り
、
D
X
に
前
向
き
な
企
業

（「
既
に
取
り
組
ん
で
い
る
」「
取
り
組
む
こ

と
を
検
討
中
」
と
回
答
し
た
企
業
の
合
計
）

　
D
X
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
）
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、「
既
に

取
り
組
ん
で
い
る
」
と
回
答
し
た
企
業
の
割

合
は
42
％
、「
取
り
組
む
こ
と
を
検
討
中
」

は
35
％
と
な
り
、
D
X
に
前
向
き
な
企
業

（「
既
に
取
り
組
ん
で
い
る
」「
取
り
組
む
こ

と
を
検
討
中
」
と
回
答
し
た
企
業
の
合
計
）

は
77
％
と
な
っ
た
（
図
表
1
）。
前
回
調
査

（
2
0
2
2
年
9
月
下
旬
）
で
D
X
に
前

向
き
な
企
業
の
割
合
は
58
％
で
、
今
回
は

19
㌽
増
加
し
た
。
D
X
に
前
向
き
な
企
業

を
業
種
別
に
み
る
と
、
建
設
業
82
％
（
前

回
73
％
）
で
最
も
多
く
、
そ
の
他
産
業
の

80
％
（
同
61
％
）、
小
売
業
の
73
％
（
同

69
％
）、
製
造
業
の
72
％
（
同
49
％
）、
卸

売
業
の
71
％（
同
42
％
）が
続
い
た
。
　

は
77
％
と
な
っ
た
（
図
表
1
）。
前
回
調
査

（
2
0
2
2
年
9
月
下
旬
）
で
D
X
に
前

向
き
な
企
業
の
割
合
は
58
％
で
、
今
回
は

19
㌽
増
加
し
た
。
D
X
に
前
向
き
な
企
業

を
業
種
別
に
み
る
と
、
建
設
業
82
％
（
前

回
73
％
）
で
最
も
多
く
、
そ
の
他
産
業
の

80
％
（
同
61
％
）、
小
売
業
の
73
％
（
同

69
％
）、
製
造
業
の
72
％
（
同
49
％
）、
卸

売
業
の
71
％（
同
42
％
）が
続
い
た
。
　

　
D
X
に
前
向
き
な
企
業
の
D
X
に
対
す

る
具
体
的
な
取
り
組
み
に
つい
て
は「
文
書

の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
」（
73
％
）、「
オ
ン
ラ
イ

ン
会
議
の
導
入（
67
％
）な
ど
D
X
の
初
期

段
階
と
言
え
る
取
り
組
み
が
多
く
、
前
回

調
査
時
と
傾
向
は
変
わ
ら
な
か
っ
た（
図
表

2
）。ま
た
、
本
格
的
な
D
X
と
言
え
る
よ

う
な
「
新
規
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
創
出
」

（
8
％
）、「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革
」

（
6
％
）
等
に
取
り
組
む
企
業
に
つ
い
て
は

前
回
と
同
様
1
割
程
度
と
少
な
く
、
D
X

の
高
度
化
は
な
か
な
か
進
ん
で
い
な
い
様
子

が
う
か
が
わ
れ
る
。一
方
で「
ク
ラ
ウ
ド
の

活
用
」（
前
回
42
％
↓
今
回
52
％
）
や

「
A
I
活
用
（
チ
ャッ
ト
ボ
ッ
ト
に
よ
る
自
動

化
や
デ
ー
タ
分
析
）」（
同
11
％
↓
25
％
）

な
ど
先
進
的
な
I
T
サ
ー
ビ
ス
の
活
用
が
広

が
り
つ
つ
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　D
X
に
取
り
組
ん
だ
効
果
に
つ
い
て
は
、

「
業
務
の
自
動
化
、
効
率
化
」
が
80
％
で
最

も
多
く
、「
コ
ス
ト
の
削
減
、
生
産
性
の
向

上
」（
63
％
）、「
働
き
方
改
革
、
多
様
な

働
き
方
の
実
現
」（
48
％
）
が
続
い
て
お
り
、

労
務
費
や
事
務
関
係
コ
ス
ト
の
改
善
効
果

を
あ
げ
る
企
業
が
多
か
っ
た
（
図
表
3
）。

　D
X
の
進
め
方
に
つ
い
て
は
、「
社
内
の

人
材
で
対
応
」
が
82
％
で
大
半
を
占
め
た
。

以
下
、「
I
T
ベン
ダ
ー
と
の
連
携
」（
25
％
）、

「
全
社
的
な
D
X
計
画
の
策
定
」、「
外
部

の
専
門
家
や
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
活
用
」

（
と
も
に
19
％
）が
続
い
た（
図
表
4
）。

D
X
に
関
す
る
相
談
先
に
つ
い
て
は
、

「
I
T
ベン
ダ
ー
」が
41
％
で
最
も
多
く
、「
な

い
（
自
社
で
取
り
組
ん
で
い
る
）」（
36
％
）、

「
県
や
市
町
村
な
ど
の
自
治
体
」（
15
％
）

が
続
い
て
お
り
、
前
回
と
同
じ
よ
う
な
傾

向
と
な
っ
た
（
次
頁
図
表
5
）。
D
X
の
推

進
に
つい
て
は
、
自
社
内
の
人
材
や
I
T
ベ

ン
ダ
ー
を
活
用
す
る
こ
と
で
費
用
の
抑
制
を

図
って
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
　
　
　
　

　一
方
、
D
X
に
前
向
き
な
企
業
の
D
X

の
取
り
組
み
に
つ
い
て
の
課
題
と
し
て
は
、

「
D
X
を
推
進
す
る
人
材
が
い
な
い
」
が

41
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
D
X
推
進

に
か
け
る
時
間
が
な
い
」（
36
％
）、「
D
X

の
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い
」（
33
％
）
の
順
と
な
っ

て
い
る
（
次
頁
図
表
6
）。
D
X
に
前
向
き

に
取
り
組
も
う
と
し
て
い
る
も
の
の
、人
的
・

時
間
的
制
約
や
ノ
ウ
ハ
ウ
取
得
に
悩
ん
で
い

る
状
況
が
う
か
が
え
る
。ま
た「
情
報
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
の
確
保
が
難
し
い
」（
前
回
15
％
↓

今
回
23
％
）
が
増
え
て
い
る
の
は
、
企
業
に

対
す
る
サ
イ
バ
ー
攻
撃
が
昨
今
増
加
し
て
い

る
こ
と
に
対
す
る
危
機
感
の
表
れ
と
思
わ
れ

る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
ま
た
、「
D
X
に
取
り
組
む
予
定
は
な
い
」

と
回
答
し
た
企
業
に
、
こ
れ
ま
で
に
D
X

に
取
り
組
ん
だ
、
ま
た
は
取
り
組
も
う
と

し
た
こ
と
が
あ
る
か
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、

「
あ
る
」
と
回
答
し
た
企
業
は
2
％
、
卸
売

業
の
1
社
の
み
で
あ
っ
た
（
図
表
7
）。
　

　D
X
に
取
り
組
む
予
定
が
な
い
企
業
に

そ
の
理
由
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、「
D
X
の

ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い
」
と
回
答
し
た
企
業
が

37
％
で
最
多
と
な
っ
た
（
図
表
8
）。
次
い

で
「
D
X
を
推
進
す
る
人
材
が
い
な
い
」

（
29
％
）、「
D
X
の
必
要
性
を
感
じ
な
い
」、

「
D
X
を
生
か
せ
る
業
種
で
は
な
い
」（
と

も
に
27
％
）、「
D
X
推
進
に
か
け
る
時
間

が
な
い
」（
23
％
）
の
順
と
な
っ
た
。
前
回

多
か
っ
た
「
D
X
を
生
か
せ
る
業
種
で
は
な

い
」（
前
回
35
％
↓
今
回
27
％
）
や
「
D
X

の
具
体
的
成
果
、
効
果
が
み
え
な
い
」（
同

29
％
↓
13
％
）、「
具
体
的
な
取
り
組
み
方
、

進
め
方
が
わ
か
ら
な
い
」（
同
20
％
↓
13
％
）

が
減
少
し
た
一
方
、「
D
X
の
ノ
ウ
ハ
ウ
が

な
い
」（
同
33
％
↓
37
％
）
や
「
D
X
推
進

に
か
け
る
時
間
が
な
い
」（
同
16
％
↓
23
％
）

は
増
加
し
た
。
D
X
に
対
す
る
理
解
が
進

ん
で
き
た
こ
と
で
取
り
組
み
の
前
段
階
か
ら

消
極
的
な
企
業
は
減
って
き
た
も
の
の
、
ノ

ウ
ハウ
や
時
間
的
制
約
な
ど
実
施
段
階
に
お

け
る
ハ
ー
ド
ル
が
ネ
ッ
ク
と
な
って
取
り
組
み

を
断
念
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
　

　
D
X
は
単
な
る
業
務
の
I
T
化
で
は
な

く
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
の
変
革
を
実
現
す
る
た
め
の
取
り
組

み
で
あ
る
。
人
口
減
少
や
様
々
な
コ
ス
ト
の

上
昇
と
いっ
た
経
済
を
取
り
巻
く
環
境
が

変
化
す
る
中
、
企
業
の
生
き
残
り
の
た
め

既
存
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革
は
必
須
と

なって
お
り
、
経
営
者
自
ら
が
D
X
の
必
要

性
を
理
解
し
、
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　（
古
江
　
孝
徳
）

　

　

　

　

県内企業のDXへの取り組みについて
～DXに前向きな企業は77％～

プラスワン

●調 査 時 期　2025年9月下旬（第181 回県内企業・業況調査時）
●調 査 方 法　インターネット及び郵送

●対 象 企 業　県内主要企業　496社
●回答企業数　317社（回答率 63.9％）

調査の
概要

注）前回=2022年9月調査、以下同じ  
注）四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある  

既に取り組んでいる 取り組むことを検討中 取り組む予定はない DXを知らない
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D
X
に
前
向
き
な

企
業
は
増
加

本
格
的
な
D
X
は
依
然

少
な
い
が
、I
T
サ
ー
ビ
ス
の

活
用
は
進
む

人
的
・
時
間
的
制
約
や

ノ
ウ
ハ
ウ
取
得
が

D
X
推
進
の
ネ
ッ
ク

図表１ DXの取り組みについて　　図表 3 DXに取り組んだ効果・全産業（複数回答）

図表 4　DXの進め方・全産業（複数回答）

図表 2 DXに対する具体的な取り組み

DXへの取り組みについて「既に取り組んでいる」と回答した企業の割
合は42％、「取り組むことを検討中」は35％となり、DXに前向きな企業は77％となった。
DXの取り組みについて・・・

　「文書のペーパーレス化」や「オンライン会議の導入」などDX
の初期段階と言える取り組みが多い傾向は前回調査時（2022年9月下旬）から変わらない。一方、
「クラウドの活用」や「AI活用（チャットボットによる自動化やデータ分析）」など先進的なITサービス
の活用が広がりつつある。

DXに対する具体的な取り組み・・・

「DXを推進する人材がいない」が41％で最多となっており、「DX
にかける時間がない」（36％）、「DXのノウハウがない」（33％）が続いた。

［調査結果のポイント］
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クラウドの活用
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テレワーク環境の整備

AI活用（チャットボットによる自動化やデータ分析）

インターネット広告

デジタル人材の採用・育成

RPAの活用

ECサイトの開設

顧客データなどの戦略的活用
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その他

73

67

52

45

25

25

20

15

15

14

14

8

6

2

DXの
初期段階

今回 前回
全産業

73

72

42

43

36

11

24

19

16

16

16

10

11

1

DXの
初期段階

DXの
初期段階

本格的な
DX

本格的な
DX

注）「DXに既に取り組んでいる」「DXに取り組むことを検討中」と回答した企業のみ回答  
図表3～6も同じ  
注）複数回答  
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DXを進めるにあたっての課題・・・
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